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Ⅳ お わ り に
88（211）































































立教法学 第 97 号（2018)
86（213）
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10） 森永・前掲注）145 頁以下，149 頁以下，151 頁等参照。
































判昭 57.8.6 判時 1083 号 150 頁［後述の⑧判例］が，後者のような考え方を採っている）。
13） 例えば，西原春夫＝野村稔「暴行・脅迫後に財物奪取の意思を生じた場合と強盗罪の成否」
判タ 329 号 26 頁，これを支持する酒井安行「暴行・脅迫後の財物奪取」阿部純二ほか編『刑法


















































16） 町野朔『刑法総論講義案Ⅰ』（第 2版）（1998 年）259 頁。
17） 誤解を生じさせる危険（あるいはすでに生じさせている可能性）が非常に大きく，作為義務
と別に，この観念の存在を認める意義も必要性も乏しいように思われる（近藤和哉「立替払い
型詐欺・恐喝罪における交付行為の要件について」神奈川法学 45 巻 1 号 11 も参照）。
18） 学説の状況については，例えば，森永・前掲注）139 頁も参照。
































22） 暴行罪・脅迫罪の法定刑の上限は 2 年であり（下限は罰金），これに，被害者の反抗抑圧状

















24） 例えば，山口・前掲注）222 頁，山口厚『問題探究 刑法各論』（1999 年）133 頁，前田
雅英『刑法各論講義 第 5版』（2011 年）290 頁，大谷實『刑法講義各論［新版第 3版］』（2009
年）225 頁以下など。
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34） 例えば，山口・前掲注）222 頁，西田典之『刑法各論［第 5版］』（2010 年）170 頁（「継
続」のみを挙げる），大谷・前掲注 24）225 頁（「持続」という言葉を用いる）。
35） 学説の多くは，この観点から大阪地判平 4.9.22 判タ 828 号 281 頁に賛成し，最判昭 24.2.8
刑集 3 巻 2 号 75 頁に批判的である。例えば，山口・前掲注）217 頁参照。










































39） 酒井・前掲注 13）110 頁。
40） 町野・前掲注 14）155 頁。

















































































45） いわゆる横領後の横領を認めた最判平 15.4.23 刑集 57 巻 4 号 467 頁は，所有権が横領行為
によって重ねて侵害されることはないとしていた従来の判例の立場を改めたものである。
46） この点については，近藤・前掲注 26）381 頁以下。

































行為の危険の現実化が問題となった事件としては，大阪南港事件（最決平 2.11.20 刑集 44 巻
8 号 837 頁）があるが，ここでも，被害者の死亡結果が先行行為者の行為の危険の現実化であ
るとされたからといって，必然的に，後行行為者の行為の危険の現実化でないとされたことに
なるわけではない（詳細を述べる余裕はないが，現実化を否定する理由はないと思われる）。現
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せい剤事件の控訴審判決（福岡高判昭 60.8.29 刑集 40 巻 7 号 559 頁）において，強盗殺人罪と
の関係で再び登場したが，再び最高裁（最決昭 61.11.18 刑集 40 巻 7 号 523 頁）によって退け
られている。







































































⑧ 東京高判昭 57.8.6判時 1083号 150頁（強姦を企図した相手方が男性であ
ると判明したため，暴行・脅迫を加えて財物を奪った事例）
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88） なお，本件に類似した事案を取り扱った判例としては，大阪高判昭 61.10.7 判時 1217 号














































































































































に同一である。」とする見解も存在する（佐伯・前掲注 19）85 頁。中空壽雅「判批」刑ジャ 14
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97） 藤木・前掲注）96 頁，森永・前掲注）152 頁。新たな暴行・脅迫不要説に立つ森永・同
前 148 頁注 26 は，本判例の均衡論を好意的に紹介している。
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